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大津彬裕（おおつ・よしひろ） 

　東京教育大学卒。1962年読売新聞入社。社会部・外報部・解説部記者を経て、共同PR社顧問。元PRコンサル

タント。慶応、玉川、相模女子大学非常勤講師を歴任。「ブランドは広告でつくれない」(翔泳社、共訳）など、

著訳書多数。

法 律 相 談 コ ラ ム

筆者紹介

　2018年11月のカルロス・ゴーン前会長の逮捕

以来、混乱続きの日産自動車では、代わった西川

（さいかわ）広人・社長兼最高経営責任者（CEO）

（65）が株価連動型の役員報酬を不当に約4,700

万円多く受け取っていたことが分かり、取締役会

の要請を受けて９月16日、退任に追い込まれた。

　後任は10月末をめどに選定を予定していたの

に、急きょ10月８日に内田誠・専務執行役員

（53）が社長兼CEOに昇格した。2020年１月１

日付で就任の予定が、前倒しで12月１日付に発

令された。早期選定の背景には、赤字間際まで落

ち込んだ急速な業績悪化に対する危機感の高まり

がある。 

　最高執行責任者（COO）には、三社連合の三

菱自動車のアシュワニ・グプタCOO（49）を招

き、日産で経営再建を担当していた関潤専務執行

役員（58）が副COOに就く。内田氏を中心にグ

プタ、関の両氏を加えた「トロイカ体制」で集団

指導に移行する。ゴーン前会長への権力集中で、

トップの独裁を招いたことを反省してのことである。 

　内田新社長は、日商岩井（現双日）出身。幼少

期から海外で暮らし、英語が流ちょう。18年か

ら中国企業との合弁会社「東風汽車」の総裁を務

めており、米国と並ぶ主力市場中国での販売拡大

に尽力した。「ビジネスに強い」と信頼が厚い。

日産の社長では、52歳で就任し、「中興の祖」と

して知られる川俣克二氏（57～73年）に次ぐ若

さだ。グプタ氏は、インド人で日本語も堪能。ル

ノーを経て、19年４月から三菱自動車のCOOを

務める。三社連合の問題に詳しく、今回の人事で

は社長候補としてルノーの推薦を受けていた。

 

山積する難題 

　この３人を待ち構えるのが、まず業績の立て直

しである。ゴーン時代の米国での無理な拡大路線

などで、19年４～６月期の日産の連結営業利益

は16億円。前年同期に比べると99％減でかろう

じて黒字という惨状。純利益の４割近くを日産に

依存してきたルノーの19年１～６月期の連結純

利益は半減している。

　ルノーは10月11日、臨時取締役会でゴーン氏

の側近で後継者と目されていたティエリ・ボロレ

CEO（最高経営責任者）の即時解任を決めた。日

産自動車との関係改善のため、ボロレ氏の解任を

決めた模様だ。

　一方、東京国税局は10月末までに日産に、

ゴーン前会長が14年３月期までの３年間で約１

億５千万円の申告漏れがあったと指摘して、法人

税数千万円を追徴課税、日産はすでに修正申告し

て、納付したと見られる。前会長の出身国レバノ

ンの大学への200万ドル超の寄付とコンサルティ

ング契約を結んだ実姉に10年以上支払った計75

万ドル超の報酬について、私的流用と認定したの

である。同国税局は14年以降についても調査を

進めている。

Q１
管理費・修繕積立金を滞納しているマンション住民（区分所有者）に対して、管理組合として、どの
ような対応が考えられるでしょうか。

　多くのマンションであれば、管理会社が滞納しているマンション住民に対して、請求書を送付して
いると思われます。管理会社が請求書を送付しても滞納が解消されない場合、例えば、３か月分くら

い滞納していれば、管理組合としては、内容証明郵便で督促をすることが考えられます。それでも、滞納が
解消されず、６か月分くらい滞納するようであれば、支払督促や少額訴訟を提起するなどの法的対応が考え
られます。

管理費・修繕積立金の時効は何年でしょうか。

　最高裁平成16年４月23日判決によれば、「管理費等の債権は管理規約の規定に基づいて、区分所有
者に対して発生するものであり、その具体的な額は総会の決議によって確定し、月ごとの所定の方法

で支払われるものである。このような本件の管理費等は、基本権たる定期金債権から派生する支分権として、
民法169条所定の債権に当たるものというべきである」として、管理費・修繕積立金の債権の時効は５年と
しました。
　最高裁の判決によれば、月ごとに支払うことが定められている管理費・修繕積立金の債権は、５年を経過
した古い月分のものから、時効により、毎月消滅していくことになりますので、管理組合としては、消滅時
効を完成させないようにしていく必要があります。

　管理組合として、時効を完成させない方法はどのようにすればよいのですか。

　令和２年３月31日までに発生した債権は、民法改正前の扱いとして、時効中断により、時効を完成
させないことができます。ここでは、民法改正前の扱いを説明します。一つは、管理費・修繕積立金の

滞納者に対して、「催告」（民法153条）をしておき、それから６か月以内に訴えを提起して裁判所で管理費・
修繕積立金の債権の権利行使をしておけば、時効中断の効力が生じます（民法147条）。「催告」は時効中断
の効力の暫定的なものなので、６か月以内に訴えを提起しておくことが必要です。もう一つは、管理費・修
繕積立金の滞納者が管理組合に対して、その債権が存在していることを知っている旨を表示した場合も、「承
認」（民法147条、156条）をしたものとして、消滅時効は中断されます。具体的には、滞納者が管理組合に
対して、滞納管理費等の残高確認書を自ら作成して、差し入れていたり、滞納管理費等の債務の支払いにつ
き猶予を求めていたり、滞納管理費等の債務の一部であることを認めて支払っていれば、「承認」をしたもの
として、時効中断が認められるものと思われます。

管理費・修繕積立金の債権につき、支払日から５年を経過してしまった場合、管理組合としてどうす
ればよいのでしょうか。

　管理費・修繕積立金の債権につき、支払日から５年を経過しても、滞納者が「時効の援用」（民法
145条）をしない限り、確定的に時効消滅をするわけではないので、請求をしていくことは可能です。

滞納者も管理組合に対して、時効が完成してもその利益を受けないという意思表示をすれば、時効の利益を
放棄したものとして（民法146条）、時効消滅することはありません。
　また、支払日から５年を経過した分の管理費・修繕積立金を滞納者が支払ったり、残高証明書を作成した
りした場合は、時効完成後に債務の承認をしたものとして、後日、時効を援用することは信義則に反するも
のとして、時効の援用を認めない最高裁判決（昭和41年４月20日）がありますので、支払日から５年を経
過した分の管理費・修繕積立金の債権を回収してもよいと考えられます。　　
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身近な法律相談

　最近はマンションが多くなりました。そのためか、輪番制で管理組合の理事などの役員

になった方からの相談を受けることがよくあります。マンションには様々な方が居住して

いるため、その運営には大変ご苦労をされていると思われます。

　今回は、マンションに関して、管理組合からよくある相談を例に検討していきたいと思います。

弁護士　渡　部　英　明
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◎商社の団体がつくった社会貢献のかたち

　70歳、またそれ以降も働くことになれば、必

ずしも営利を目的とした仕事ばかりではなく、社

会に貢献したいという人もいる。総務省の調査で

は、働く高齢者が860万人というから社会貢献と

いう働き方の可能性を高めることは重要だ。その

場合でも、それまでの職業人生で培った能力を活

かせることがベストだ。そうした事例が、貿易商

社の団体が設立したNPO法人国際社会貢献セン

ターである。グローバリズムの進展により、中小

企業でも海外進出意欲は高く、一方、日本で働く

海外からの人材も増えている。国際ビジネスを推

進してきた貿易商社には、民間外交の担い手とし

て社会貢献したいという意欲が高く、このNPO法

人が設立された。

◎2,900人のOBが専門を活かして

　同センターは、海外駐在経験や国際ビジネスの

業務ノウハウを持つOB、OGに人材登録してもら

い、国際化の様々なニーズに対しての人材の推

薦、紹介などを行う。具体的には、政府の開発途

上国に対する経済援助関連での人材紹介、中小企

業への販路開拓、海外ビジネス支援、大学やオー

プンカレッジ等での講座開設、小中高校での国際

化教育、国際イベント等への協力など。これら事

業に参加する活動会員として、海外経験、知識を

持つ商社、メーカーなどのOB 2,900人が登録され

ている。平均年齢65歳。有償ボランテイアを基本

とし、高いパフォーマンスを発揮している。

　ただ、業界団体でこのようなOBの能力活用を

しているのは、この業界だけ。各業界でこのよう

な活用ができれば、専門能力活用の大きさは計り

知れない。また、地域の工業団地などでも人材の

トレード・スカウト制を検討している企業もある。

◎社会貢献能力もキャリアプログラム

で支援

　社会貢献的な働き方に対する社員の能力開発を

支援する企業もある。茨城県にあるアルミ鋳造の

高い技術を持っているＫ社である。社員200人で、

定年は社員が自由に決める自己決定システムで生

涯現役を目指している。55歳以降は引退の時期を

社員が選択できるフリー定年制である。この自己

決定システムを支えているのは、生涯キヤリア支

援プログラム。社外の通信講座、資格取得、セミ

ナーへの参加などで、費用はすべて会社が負担す

る。支援の対象は、仕事に関連するテーマはもち

ろん、業務以外の講座でも選択できる。海外研修

でも支援する。「社会のどこへいっても通用する人

間になって欲しい。それが他のところで役に立て

ばいいのです」と担当者は言う。まさに社員

ファーストの働き方改革の好例である。

長嶋俊三（ながしま・しゅんぞう）

　1947年生まれ。明治大学卒。新聞記者、TVディレクターを経て、79年より（財）高年齢者雇用開発協会発行

の月刊誌『エルダー』の編集を創刊から担当。2011年６月、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構を退職。著

書に『60歳からの仕事』（清家篤慶應義塾大学教授と共著、講談社刊）、『エージレス就業社会』（共著、日本能率

協会マネジメントセンター刊）などがある。
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